

平成８年版 大阪経済白書 の概要

─魅力ある産業都市をめざして─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成８年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成７年の大阪経済

◆一進一退で推移した大阪経済
・　大阪経済は年初の阪神・淡路大震災や春先の大幅な円高の影響を受けて、個人消費が盛り上がりを欠き輸出も伸び悩んだことから、一進一退で推移した。しかし、設備投資が増加し、住宅投資もまずまずの伸びとなり、また、８月以降急激な円高が是正され、秋には政府が過去最大級の経済対策を打ち出したこともあって、10～12月になってようやく景気回復の動きがみられた。
・　需用項目別では、個人消費を大型小売店販売額でみると、一部耐久消費財の販売は好調に推移し、年末には衣料品なども持ち直したものの、震災や商品価格の下落が響いて、４年連続で前年実績を割り込んだ。
　設備投資は半導体移動体通信などの業種で能力増強投資がみられたほか、合理化・省力化投資が徐々に広がり、全体として緩やかに回復した。公共投資は大型プロジェクトの一巡に伴い低迷したが、昨年秋の経済対策に伴って年末にかけて増加に転じた。住宅投資については、持家、貸家が低迷したものの、震災復興に伴う建替え需要もあって新設住宅着工戸数はまずまずの伸びを示した。
　輸出は神戸港と幹線道路が被災したことや、円高の影響などを受けて弱含みで推移したが、円高修正を受けて秋口以降はやや増加した。輸入は円高による価格低下を受けて増加が続いた。
　また、企業経営者の業況判断は円高是正の流れを受けて、年後半には明るさがみえ始め、企業業績は持ち直しつつある。
・　生産・出荷は一般機械、電気機械を中心に年後半より緩やかな増加に転じたが、在庫はやや増加した。
　雇用は、有効求人倍率は７年を通して１倍を下回ったまま推移したものの、サービス関連、製造業などでは新規求人が増加し、年末には回復の動きもみられた。
　また、企業倒産は件数はわずかな増加にとどまったものの、金額は大型倒産が相次ぎ負債額が大幅に増加した。原因別では、販売不振、売掛金回収難、赤字累積を理由とした業績低迷などが目立った。
・　なお、景気回復を促すために、国・大阪府とも景気対策を実施し、内需の喚起や投資活動の促進などを図るとともに中小企業の経営安定に努めた。
◆中小企業の景況
・　府内中小企業の業況判断や売上高等は６年より緩やかな回復をたどっていたものの、７年１～３月期には震災や大幅な円高の影響で落ち込んだ。しかし、４～６月期には持ち直し、その後は一進一退ながら回復に向けての足取りを強めた。
・　業種別にみると、消費関連業種では競合する輸入品の増加や消費抑制の影響を受ける業種が引き続き多いものの、秋以降は需給の改善や出荷価格の持ち直し等により、やや明るさがあらわれた。
　建設関連業種は夏以降、震災の被災地域を中心に住宅の建替えや補修・修理需要が本格化し、強含みの動きとなった。
　設備投資関連業種は数量的には順調に回復しているものの、企業間競争の激化や親企業のコストダウン要請から受注単価や製品価格は低迷しており、金額ベースでの回復は遅れている。
　輸出関連業種は大幅な円高の影響が長引き、低調に推移した。ただ、生産財の一部業種では海外の日系企業がアジアなどで生産を強化するのに伴い、輸出向け出荷は堅調に推移した。


第２部　魅力ある産業都市をめざして

　近年、企業の海外進出が著しく増加し、わが国では製造業を中心にいわゆる産業の空洞化がみられる。その結果、工業集積地域においてさえ、地域内の有機的な連携にほころびが生じるのではないかと懸念されている。
　こうしたなか、大都市地域では、多様な需要や取引ネットワークの集積など産業活動にとって有利な環境を背景に、製造業でも高い市場シェアを得ているオンリーワン企業や、自社開発した技術や製品を市場の評価にかけようとしているベンチャービジネスなどの先端的産業の活動が目立っている。第３次産業においてもニューサービス業などの新しい産業が高成長を遂げつつある。
　大阪産業が高度な機能を有しつつ、活力の維持、強化を図るためには、オンリーワン企業、ベンチャービジネス、高機能の基盤産業、ニューサービス業といった都市型産業の発展が不可欠であるとの認識に立ち、その活動実態と発展の方向性を明らかにし、今後の振興策を探る。
◆変貌を遂げつつある大阪産業
・　平成７年11月、アジア太平洋地域18か国の首脳が集まったＡＰＥＣ（アジア太平洋経済協力）大阪会議が成功裏に終わったことで、大阪は世界都市としての地位を高め、大阪や関西の産業、文化、歴史などが世界的に注目されることとなった。
・　こうした都市の国際化は、大阪の産業や経済にとって、今後新しい産業の湧出が期待できる。その一方、国際化の進展は、製品輸入の増加や生産拠点の海外移転などを通じて、大阪の産業、特に製造業に深刻な構造調整を迫っている。
・　大阪産業はそれまでの増加傾向から平成３年を境に、事業所数、従業者数ともに減少傾向に転じた。産業別にみると、製造業のシェアが低下し、サービス業のシェアが拡大するといったサービス化が進展している。大阪の産業構造は、第２次産業と第３次産業が共存し、相互に連携しているところに特徴があることからすると、近年の製造業の低迷は産業全体に影響を及ぼすこととなる。
・　長期的にみると、大阪の製造業は高付加価値化を進めている。地域別では大阪市中心から大阪市以外の地域へ、モノ作りの拠点のウェイトが移っている。特に、東大阪地域には機械金属関連の中小企業が集積しており、東京都大田区と並び、これまで高次モノ作りを支えてきた。現在、この地域では、工場数の減少など深刻な問題が発生している。
◆高次モノ作りを行う東大阪の企業群
・　東大阪地域や東京都大田区は、高次モノ作りを行う地域として知られる。そこでは100分の１ミリ台の精度の加工・組立が主流となっているほか、１ロット当たりの生産個数も10個未満と少量生産が行われている。ただし、大田区の方がより高精度品、少量品を生産している。
　高次モノ作り機能により、試作品を受注することも多いが、東大阪地域は量産化のための試作、大田区は開発段階の試作といった違いがみられる。また、試作の受注先は東大阪地域が中小企業、大田区は大企業からの割合が高い。試作後の量産化依頼は、東大阪地域の方が多い。
・　高次モノ作りを支える仕組みに、仲間企業、熟練技能者、研究開発、貸工場の存在がある。
　仲間企業は同業者や関連業者から成っており、仲間企業とは相互に仕事を融通しあう補完関係にある。仲間企業のネットワークにより、個々の企業はますます専門技術を深めることができ、地域全体として高次モノ作りの町が形成されている。
　熟練技能者は製品をミクロン単位で仕上げるなど、高精度品や高難度品作りに不可欠な存在である。
　研究開発では、新製品開発以外にも、製造工程や製造技術など生産手法に対する取り組みも熱心に行われている。
　貸工場は企業の立ち上げリを支援するインキュベータとしての機能を果たしているほか、同業者や関連業者が集積しモノ作りネットワークを形成する核となっている。
・　東大阪地域には、高機能の基盤産業のなかに、国内で高いシェアを有するオンリーワン企業が数多くみられる。それらは、景気低迷下でも業績を伸ばしており、雇用にも積極的である。オンリーワン企業のセールスポイントとして「自社ブランドの商品を持っている」「創業以来の歴史と信頼がある」「特許・実用新案、特許技術を持っている」をあげている。
・　高機能の基盤技術は、専門サービス業の集積、交通の利便性、雇用の有利性など大都市の持つ様々な機能を活用している。一方で、大都市の工業は工場等制限法などの立地規制や住工混在の問題も抱えている。
　このほか、高機能の基盤産業は、現在、親企業の海外進出による受注減、熟練技能者の不足、若者のメーカー離れなどの問題も抱えている。
◆活躍するベンチャービジネス
・　大都市経済の刈る力低下が懸念されるなか、新規事業創出の担い手として、独自の製品や技術の開発をめざすベンチャービジネスに対する期待が高まっている。
　ベンチャービジネスは、主として独自技術・アイデアを試すために始められる。開業形態は、既存の企業内の一部門として始まる企業内ベンチャーが多いが、開業率が低下している状況において、新規開業される場合が注目される。新規開業の場合には、企業の技術部門からスピンオフして始まる礼が多い。
　開業資金としては、まず自己資金を利用するが、外部資金を導入する場合には、間接金融に頼る企業が多い。その場合には、民間金融機関からの借入が中心である。
・　売上は、増加している企業が多く、関連産業への波及効果や雇用の増加を通じて景気に好影響を与えている。また、工業所有権の取得に積極的で、技術革新にも寄与している。
・　研究開発は、自社単独で行うことが多いが、情報の入手、設備利用、技術導入などの形で、産官の研究機関と連携を保ちながら行われることが特徴である。
　試作や生産においては、外注を利用する企業が多い。外注先としては、大手メーカーの下請企業などが多いが、大企業に外注する企業も少なくない。このような外注の利用により、自社の経営資源を研究開発に集中することができ、優れた技術・製品開発力を生み出す源泉になっている。
･開業時の問題は、販売・受注先や研究開発要員の確保が難しいことである。そのほか、企業内ベンチャーの場合は商品化に際して技術的な困難があり、新規開業の場合は資金面で問題が多い。
・　現在の経営上の課題は、小規模で知名度や信用度が充分でない企業が多いため、研究開発要員や運転資金が不足しがちとなっていることである。独自技術・アイデアを試すために開業することが多いことから、営業面で弱点をもった企業も少なくない。特に、大阪では東京・神奈川と比べて市場規模が小さく、販売・受注先の確保を課題とする企業が多い。
◆大都市機能を高めるニューサービス業
・　ニューサービス業は、企業内・家庭内サービスの外部委託の増加という社会的分業関係の深化と、経済的・時間的ゆとりの増大を背景として生まれた。開業時期は、昭和60年代以降が多い。
　売上は増加している企業が多いが、売上伸び率は、企業間で格差があり、他社にない独自の技術・ノウハウを有している企業が売上を急増させている。
・　雇用面では、専門的・技術的職務従事者を中心として増員予定であるが、募集しても集まらないという企業もみられ、雇用職種のミスマッチが生じている。
・　大都市地域に立地するメリットは、多くの企業にとって交通の便が良く取引上便利なことである。大都市は需要規模が大きいという需要面のメリットがある。供給面でも、パートタイマーの採用や登録スタッフの募集に便利なこと、大都市に豊富に存在する専門業者などをネットワーク化し柔軟に活用できることなど様々なメリットがある。
・　開業時の問題は、顧客・販売先や専門的なサービス提供できる従業員の確保が難しいことである。また、資金借入やノウハウの入手も難しい。
　そのほか、社会的な認知度が低いことから、立地条件の良い貸ビルへの入居を断られるなどの問題も生じている。
・　今後の経営方針としては、積極的な事業展開をめざしている企業が多いが、資金の不足が障害となっている。そのほか、事業規模拡大をめざす企業では、受注・販売の伸び悩みが障害となっている。一方、多角化をめざす企業では、専門的なサービスを提供できる人材の確保が難しいという課題がある。
◆都市型産業の活動しやすい環境整備
・　東大阪地域や東京都大田区では高次モノ作り機能を担ってきた。
　しかし、国際化が進展するなか、輸入品増加による受注減や仲間企業の転廃業、あるいは熟練技能者の不足が生じており、これまでの高次モノ作り機能が弱体化する危険性をはらんでいる。
・　製造業の減少は、第３次産業にも大きな影響を及ぼすほか、地域の雇用にも深刻な問題を発生させる。基盤産業の維持・強化のために、住民と工場との共生が大きな課題となっている。
　基盤産業においては技術の高度化や自社製品を持つこと、さらにはオンリーワン企業になることも考えられる。また、大田区と比較した場合の東大阪地域のモノ作りの特徴として、川下に近い部分のモノ作りが得意な点があげられるが、今後、こうした大阪らしさを発揮することが求められる。
・　ベンチャービジネスに対しては、現在、官民をあげて様々な支援方策が登場しているが、窓口の一元化を図るなど活用しやすい体制を作ることが求められる。
　都市で活発な企業活動を繰り広げるニューサービス業についても、今後、支援方策の検討が望まれる。
◆魅力ある産業都市をめざして
・　大阪の都市型産業を発展させるための政策課題として、成熟化の段階にある基盤産業は、環境変化に沿った活性化を図るとともに、新分野開拓のための支援も必要である。ベンチャービジネスやニューサービス業のような新しい産業に対しては、企業群の生成を促し、それらを成長軌道に乗せることが基本的な政策課題となる。
・　高機能の基盤産業の活力を維持、強化するには、技術や製品を非量産的で高付加価値なものにする必要がある。同時に、円高のなかで目立っている高コスト構造を克服する方向も検討されるべきである。
・　高機能の産業基盤は、技術と熟練技能が高度に一体化しているところに特徴がある。したがって、熟練技能を継承するとともに、機械によって代替可能な部分は機械利用を進める必要もある。また、若者にモノ作り離れの傾向がみられるが、モノ作りのおもしろさと重要性を啓発する方策が考えられるべきである。
・　新しい産業の生成には、幅広い層から起業家を養成することが重要である。起業後も、企業の成長段階に応じた的確な企業経営を行っていくために、経営者能力をを向上させる努力と方策が必要である。
・　ベンチャービジネスの育成のためには、研究開発を促進する環境を整えるとともに、その成果である特許など知的所有権の保護が重要である。マーケティングの不得手な企業が少なくないため、販路開拓のための場を設けることも効果的である。
・　最近、新しい産業の育成機運が高まり、資金調達面では無担保・低利融資や株式の公開など、各種の制度が充実しつつある。そのほか、有能な従業員とアウトソーシング（業務の外部委託）先の確保や、業界としての社会的地位の向上のための施策も求められている。
・　大阪には広汎で厚みのある産業集積が存在し、それが都市型産業発展の温床となってきた。今後も産業集積を維持し、さらに高度化を図っていく必要がある。そのためには、ハード面で、貸工場、ビジネス・インキュベータ、リサーチパークなどの施設整備と、交通・通信高度化のためのネットワーク体系の整備を進めるとともに、関連サービス業の育成などソフト面のインフラストラクチャーの整備も進められるべきである。企業も、立地地域の環境向上に積極的に取り組む必要がある。
・　大阪が今後も人と企業の活動空間として発展していくためには、都市アメニティをさらに充実させるとともに、世界に向かって情報発信を行うことが重要である。そのための努力を積み重ねることによって、大阪は世界の人々や企業が活き活きと行き交い、大都市を基盤とする産業が活発に生成、成長する国際産業都市へと発展することができる。



